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中国新会社法の施行は､社会主義市場経済の発展に対 して大 きな影響を与えている｡ その現象

















ー拙稿 ｢会社法｣ 『現代中同法講義』 (第 3版) 西村 幸次郎 編 法律文化社 (2008年 4月) 116頁 
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このような方針にしたがって､ 1992年 10月の第 14回共産党大会は社会主義市場経済の






社会主義市場経済-の大転換にあたって､市場経済の主体を設けるべ く､ 1993年 12月に
旧 ｢会社法｣が制定せれ､翌年 7月から施行されることになった｡それに応 じて企業の財務 ･会
計も伝統的な管理方法から規範化､公開化､透明化を重点として改革された｡また､企業間の公
平な競争と安全な取引を確保するため､旧 ｢会計法｣を 1999年に再度改正 した｡また､ 19 
93年に ｢登録会計士法｣ も公布され､財政部によって､｢企業財務通則｣ と ｢企業会計準則｣
および｢関連者関係とその取引の情報開示｣､｢キャッシュフロー計算書｣､｢貸借対照表後発事象｣､ 
2江沢民 ｢関与建立社会主義市場経済体制｣ 『論社会主義市場経済』中央文献出版社 2006年 4
月 1頁
江沢民 ｢我国経済体制改革的目標是建立社会主義市場経済体制｣前掲注 4 9頁
江沢民 ･前掲注 2 6頁 
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布されたことをはじめとする､ 2001年の ｢金融企業会計制度｣､ 2004年の ｢小企業会計
制度｣制定などである｡ 
2000年には､財政部管理主管部門が全国的な ｢企業会計制度｣を改正する際､より国際的


















江平主編 『中国公司法原理与実務｣]科学普及出版社, 1994年 19頁
張勇健 (最高人民法院民事庭副庭長)『法律適用』 2006年第 1期 
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趨旭東 12教授および王保樹 13教授の考え方を手掛か りにしてその理論的構成 ･展開をしている｡
バ 
曹康泰 ｢関与中華人民共和国公司法修訂草案的説明｣ 2004年 12月28日 1頁｡
I1.
江平主編 『中国公司法原理 実務｣]科学普及出版社, 1994年与
日X 
江平主編 『新編公司法教程｣]法律出版社, 2002年 3貢
ll
｣革 『中国合伏法｣]は 2006年 8月に公布され､翌年 6月に施行された｡全部 109条がある｡
=二2埴旭東 ･中国政法大学教授 ･会社法改正の作業グループの-一員である｡ 
2004年に国務院法制弁は､全人代常務委員会および国務院の立法計画に基づいて会社法改正の作








び誘導､つまり効率性を軽視 している｡ そのために会社法の規制構造は､過度な硬性 と強行性を




を持ち､会社の事項に対 して直接関与 している｡ そのために会社 と株主の利益保護に対 しては､




は､会社経営に参加する機会がなく､交渉 ･合意を通 じて会社行為を制約 し､自己利益を保護す
る方法 も欠けている｡ 従って第三者および社会的利益を保護するには､強制力を持つ法律規範を
利用 しなければならないということである15｡ そのうえで多数説 16は､新 しい規制理念としての
会社法の使命と根本理念は､会社当事者の行為を規制 し､会社の内部関係 と外部関係を調整する











立に際 して登録資本の分割払込み規定を定めるべ き17であると主張 した｡ 
14
趨旭東 ｢公司法修正的基本目標与価値取向｣『法学論壇｣]2004年 第6期 『公司資本制度改革研究』
法律出版社 2004年
趨旭東 ･前掲注 14 11頁
趨旭東 ･前掲注 14 11頁
趨旭東 ･前掲注 14 72貢 
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記機関に登記 される社員全員が引 き受けた出資総額とする｡ 有限会社の最低資本金額は､ 3万人
民元 とする｡ 有限会社の設立登記に際 して会社の社員全員が払い済みの出資額は､登録資本の 
25% を下回ってはならず､残額は､会社成立日から 2年以内に全額払い込まなければならない｡
会社設立の際､株主が一人の場合に株主は､登録資本の全額を一括に払い込まなければならない｣ 18




















るかということである｡ ②国民の伝統的会社観による｡ 中国人の伝統的会社観の下では､会社､ 




保樹 ･前掲注 15 9頁























の需要から､熟考 した提案に対 して改正案に取 り入れているからである｡ 一方､現時点でまだ熟
していないものあるいは､論争 ･意見の相違が大きい問題に対 しては､今後さらに検討する余地














江平 ･許氷梅 ｢諭公司法修改与完善｣中央財経大学学報2002年第3期 1-2頁
劉俊海 ｢中国加入世貿組織後公司法的前｣中国法学2002年第6期 16貢 
2[曹廉泰 ･前掲注 頁' 5
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ぎない｡また､イギリスは公開会社につき 5万ポンド (イギリス会社法 3条 1項)､ ドイツは､
株式会社につき 5万ユーロ (ドイツ株式法 7条)､有限会社につき 25000ユーロ (ドイツ有
限会社法 5条 1項)､フランスは公募株式会社につき 225000ユーロ､非公募株式会社につ 
L6Z








岡山大学大学院文化科学研究科 ｢北東アジア経済研究｣第 5号 (2008)




法による創業者の要件 (及び経済産業大臣の確認)を廃止 し､且つ設立後 5年以内に資本の額を











ても本来は検証 しなければならないものの､今回はここまでを一区切 りにしたい ｡






江頭憲治郎 『株式会社法』 (第 2版)有斐閣 2008年 2月 36頁
江頭憲治郎 ･前掲注 12 36頁 
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